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「令和8 年度能登へのスタートアップ誘致に向けた現地実証等支援事業費補助金」 

公募開始について 

 

１．目的 

令和６年能登半島地震や令和６年奥能登豪雨からの復旧・復興に向けて、能登が抱える課題解決や新産業

の創出を目的として、先進的な技術や革新的なアイデアを有し、県内事業者と連携して能登で新たにスター

トアップする事業者の実証等の取り組みを支援します。 

 

２．募集対象 

 ・「１．目的」に合致するスタートアップであること。 

 ・以下のいずれかに該当する事業者であること 

- R7能登へのスタートアップ誘致調査事業に採択された事業者 

- 既に能登にネットワークがあり、課題解決等の具体的な提案が可能な事業者  など 

 

３．募集期間 

 令和８年５月１８日（月）～ 令和８年６月１２日（金）１７時 

 

４．補助内容 

（１）補助対象期間： 交付決定日から令和 9年 3月 31日 

（２）補助金額： 上限 10,000千円/年 

（３）補 助 率： 3/4以内 

（４）事業内容： ①実証、評価（性能向上のための試験やデータ収集、顧客へのサンプル提供・評価等） 

②製品・サービス改良（製品やサービスの高付加価値化のための改良等） など 

           ※市場調査は対象外 

 

５．その他詳細（応募方法等） 

  下記 Webサイトにある「公募要領」「事業計画書」をご確認ください。 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/syoko/startup/noto-su-hojokin.html 

 

６．採択件数（予定） 

  ３件程度 

 

７．スケジュール 

令和８年７月上旬（予定） … 審査会 

      ７月中旬（予定） … 採択者決定・補助事業期間開始 

  令和９年３月３１日    … 補助事業期間終了 



「のとスタ」での２つの支援
◆伴走支援【R７～】

⇒有望案件の事業計画や現地視察・ネットワーク構築など専門人材が伴走支援
⇒R7実績は、17社応募、8社選定
⇒R8年度は、秋頃に募集予定

◆資金支援（補助金）【R８～】

⇒実証・評価、製品・サービス改良に対する支援

・詳細については、以下URLにある「公募要領」等をご確認ください。
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/syoko/startup/noto-su-hojokin.html

・事業計画作成段階における相談等については、お気軽にお問い合わせください。

令和６年能登半島地震や令和６年奥能登豪雨からの復旧・復興に向けて、能登が抱え
る課題解決や新産業の創出を目的として、先進的な技術や革新的なアイデアを有し、県内
事業者と連携して能登で新たにスタートアップする事業者の実証等の取り組みを支援します。

令和８年度能登へのスタートアップ誘致に向けた
現地実証等支援事業費補助金

◆募集対象
・事業趣旨に合致するスタートアップであること
・以下のいずれかに該当する事業者であること
- R7能登へのスタートアップ誘致調査事業（以下「のとスタ伴走支援」）に採択された事業者
- 既に能登にネットワークがあり、課題解決等の具体的な提案が可能な事業者 など

◆補助内容
【補助対象期間】 交付決定日から令和9年3月31日
【補助金額】 最大10,000千円
【補 助 率 】 3／4以内
【事業内容】 ①実証・評価（性能向上のための試験やデータ収集、顧客へのサンプル提供・

                       評価等）※市場調査は対象外

②製品・サービス改良（製品やサービスの高付加価値化のための改良等）など

【補助対象経費】 人件費、旅費、機械装置費、原材料費、建築物費、外注費 など

募集期間：５月１８日(月)～6月１２日(金)1７時必着

※補助対象経費の詳細は、「公募要領」をご確認ください

今回の募集



〒920-8580 石川県金沢市鞍月1丁目１番地
石川県商工労働部産業政策課次世代産業創造グループ
TEL：076-225-1513 E-mail：sanren-sd@pref.ishikawa.lg.jp

提出資料 備 考

①

令和８年度能登でのスタートアッ
プに向けた実証等支援事業費
補助金 事業計画書等の提出
（様式第１号）

② 事業計画書（別紙）

③ 決算書の写し

・直近2期分の決算書
A) 表紙
B) 貸借対照表
C) 損益計算書
D) 販売管理費及び一般管理費等の明細
E) 製造原価報告書［作成している場合］
F) 株主資本等変動計算書
G) 個別注記表
・直近2期分の税務署の収受印のある法人税申告書 別表一
・法人税申告書 別表二 同族会社の判定に関する明細書

④
確定申告書及び
申告決算書の写し

○確定申告が青色申告の方
・直近2期分の所得税青色申告決算書一式
・直近2期分の税務署の収受印のある確定申告書 第一表
○確定申告が白色申告の方
・直近2期分の収支内訳書
・直近2期分の税務署の収受印のある確定申告書 第一表

⑤ 登記事項証明書【写し可】

○法人の場合
・履歴事項全部証明書（申請日の３ヶ月以内に発行されたもの）
○個人の場合
・事業を開始していることが確認できる資料(開業届)

⑥ 会社概要・事業内容ピッチ動画 ・mp4形式、5分以内
・メール添付やファイル転送サービス等にて送付してください
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補助事業期間
（最大３年想定）
※各年度の交付は、
当該年度の予算の
範囲内で再度審査し
決定します

◆スケジュール

◆提出資料

◆お問合せ先


